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特記仕様書 

（日本下水道事業団技術開発実験センターの維持管理業務） 

 

１． 特記仕様書の        
   適 用 範 囲        

この仕様書は、一般仕様書（令和 9～11 年度 真岡市水処理センター他

2 施設維持管理業務委託）（以下「一般仕様書」という。）第１条第３項に

定める特記仕様書とし、本特記仕様書に記載されていない事項は一般仕

様書によるものとする。 
 

２． 業 務 名 称        令和９～11 年度 真岡市水処理センター他２施設維持管理業務委託 
 

３． 履 行 期 限        令和９年４月１日～令和 12 年３月 31 日 
 

４． 実 施 場 所        日本下水道事業団技術開発実験センター（真岡市八木岡 1309-2） 
及び真岡市水処理センター（真岡市八木岡 1309） 
 

５． 業 務 の 内 容         本業務は、以下に示す履行期間及び業務時間において、日本下水道事

業団技術開発実験センター（以下「実験センター」という。）の施設

（真岡市水処理センター（以下「水処理センター」という。）の日本下

水道事業団（以下「委託者」という。）が所有する施設を含む。）を対象

に保守点検等を実施するとともに、実験センター内で委託者が行う調査

研究の補助作業（軽作業）を行うものである。 
 
 履行期間：令和９年４月１日～令和 12 年３月 31 日 
      土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法

律第 178 号）に規定する休日及び 12 月 29 日から翌年の１

月３日までの日を除く。 
業務時間：午前 10 時～午後３時 

ただし、現地での立会・確認、屋内清掃及び敷地内除草業

務は、午前８時 30 分から午後５時の間で実施する。 
実験センターへの常駐は必須としないが、以下の業務が確

実に実施できる体制とすること。 
 
（１）施設保守点検等 
 実験センター及び水処理センターの施設を対象に、別紙－16 の計画に

従い、以下の①～⑤の保守点検等の作業を実施する。作業方法は委託者

と協議の上で決定すること。また、対象施設又は頻度等に変更・追加が

ある場合は、委託者と協議して見直しを行うこと。 
 
①施設の点検（２回/月） 
 別紙－15―１、別紙－15－２の点検ルート及び別紙－17 の点検表に基

づき、施設・設備の点検を実施する。異常があった場合は状況写真等を

付けて委託者に報告する。 
 
②消耗品の状況把握・補充（随時） 
 実験センターの消耗品の残量を確認し、不足する場合は適宜、在庫か

ら補充する。また、在庫の状況を確認し、不足する場合は委託者に追加

支給を依頼する。 
●衛生用品：トイレットペーパー、洗剤、消毒薬 等 
●複合機関連：用紙、トナーカートリッジ 
●その他消耗品 
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③現地での立会・確認 
 別紙－16 の計画に示す点検・検針等に立ち会い、状況確認及び委託者

への報告を行う。 
●受変電設備点検（偶数月、年１回の年次点検時は停電作業あり） 
●警備会社保守点検（年２回） 
●消防設備点検（年２回） 
●ガス検針立会（月１回） 
●水道検針立会（奇数月） 
●修繕、補修等の施工業者との調整（適宜） 
●受水槽切替え作業（適宜） 
●原水ポンプ逆回転（し渣詰まり対策）（適宜） 
●井戸ポンプの稼働・停止（適宜） 
●凍結防止対策（適宜） 
●実験設備保守点検（別紙－18－１、別紙－18－２、別紙－19－１、

別紙－19－２） 
●補助作業（委託者の指示による） 

 
④屋内清掃及び敷地内除草業務 
 実験センターの建物内の清掃を月４回実施する。また、実験センター

の敷地の除草を年 3 回実施し、除草作業後に除草剤を散布する。清掃・

除草の範囲は別紙－15－２、別紙－15－３に示すとおりとする。 
 
（２）実験設備保守管理・補助作業（軽作業） 
①実験設備の保守管理 
 委託者の調査研究で使用する実験設備の保守点検等を行う。異常があ

った場合は状況写真等を付けて委託者に報告する。点検項目は別紙－18
－１、別紙－18－２を基本とするが、具体的な内容、スケジュール又は

対象設備の変更等については委託者との協議により決定する。 
 
②補助作業（軽作業） 
 委託者の調査研究に係る補助作業を行う。作業内容は別紙－19－１、

別紙－19－２のとおりを基本とするが、具体的な内容は委託者と協議し

て決定する。また、対象となる実験設備に変更や追加がある場合につい

ても、委託者と協議して見直しを行う。 
 

６． 提 出 図 書         作業日毎の実施内容（日報等）、保守点検結果（点検表等）、写真等をと

りまとめた報告書を毎月作成し、１部を翌月 10 日（10 日が土日又は祝日

の場合は、その後の直近の平日）までに、委託者に書面で提出する。報告

書は、Microsoft Word 又は Microsoft Excel により作成する。 
 

 


